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Ⅰ  20％まで 9 4.1％ 4.1％ 4,083 453.7 
Ⅱ  40％まで 19 8.7％ 12.8％ 4,434 233.4 
Ⅲ  60％まで 28 12.8％ 25.6％ 4,318 154.2 
Ⅳ  80％まで 43 19.6％ 45.2％ 4,259 99.0 
Ⅴ100％まで 120 54.8％ 100.0％ 4,321 36.0 











Ⅰ  20％まで 5 2.8％ 2.8％ 2,268 453.6 
Ⅱ  40％まで 11 6.3％ 9.1％ 2,242 203.8 
Ⅲ  60％まで 17 9.7％ 18.8％ 2,316 136.2 
Ⅳ  80％まで 28 15.9％ 34.7％ 2,299 82.1 
Ⅴ100％まで 115 65.3％ 100.0％ 2,297 20.0 















Ⅰ  20％まで 4 0.9％ 0.9％ 3,993 998 
Ⅱ  40％まで 22 4.8％ 5.7％ 4,552 207 
Ⅲ  60％まで 41 9.0％ 14.7％ 4,239 103 
Ⅳ  80％まで 72 15.8％ 30.5％ 4,305 60 
Ⅴ100％まで 317 69.5％ 100.0％ 4,326 14 















Ⅰ  20％まで 14 4.1％ 4.1％ 1,932 138 
Ⅱ  40％まで 21 6.2％ 10.4％ 1,961 93 
Ⅲ  60％まで 34 10.1％ 20.4％ 2,036 60 
Ⅳ  80％まで 54 16.0％ 36.4％ 1,983 37 
Ⅴ100％まで 215 63.6％ 100.0％ 1,984 9 
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Ａ生協は，2010年に愛知県下の 2つの消費
生協が合併し新たに出発した生協であるが，
合併時の高齢者介護事業の到達点を生かしな
がら，“福祉”を生協全体に貫く視点として
掲げ，合併から 3年を経た2013年，組合員組
織の“地域”志向も強めようとしている。そ
うした活動基調に呼応し，同生協理事会の
もとにあるの福祉政策推進委員会を軸に生協
福祉の推進とあらたな政策づくりが進んでい
る。
合併を控えた2009年に策定され，2015年頃
を目途に実現をめざすとしたＡ生協の福祉政
策は，合併後の指針として生かされ，「くら
したすけあいの会」の改革・発展は，その重
要な課題として位置付けられた。そこには，
「くらしたすけあいの会」のあり方の多くを，
会自身に委ね，理事会としての独自な検討や
政策的提起が出し切れてこなかったのではと
の反省もある。当然のこととして，組合員の
自主的組織であるくらしの助け合いの会のあ
り方は，会自身が検討し決定すべきであるが
生協の組合員組織全体のなかに生協福祉の大
切な一端を担うくらしの助け合いの会を位置
付け，他の組合員活動や生協事業との連携も
視野に入れ，総合的な発展支援の視点からく
らしの助け合いの会のあり方を理事会として
明らかにしていくという問題意識がある。こ
の政策検討に参加しているメンバーの一員と
して，以下私の問題意識のポイントを示して
みたい。
1）生協の地域福祉力という視点から（初歩
的ではあるが）現状を評価し，日常生活圏（当
面は行政区）に“地域たすけあいの会”とし
て“のれんわけ”しながら，今後，“おたが
いさま”の新たな互助性の確認をもとに，生
活の場での当事者双方の自己決定・自己執行
性を高めていこうという志向性がある。
そこでは，従来のくらし助け合いの会が，
①地域志向を強めるなか，組合員互助から地
域での住民互助へと踏み出していく方向と，
②ワーカーズコープのような新たな協同事業
への展開方向という 2つの発展方向をはらん
だ挑戦にすすむ可能性を内包している。それ
らは生協の多様な地域互助組織（例えば配食
グループ，地域みまもり活動，子育ち／子育
て支援活動）や生協の購買・共済・住宅など
との事業連携，さらに生協外の活動団体との
連携などを通して，地域での生活福祉の拡充
につながって行くことが期待される。
2）そうした全体像を描く上で「コープ地域
ふくし」を目標に掲げ，そこへの接近方法と
してコープ地域福祉力の指標化をすすめてい
る。日常生活圏域をめざしつつも，ひとまず
行政区毎の生協の組合員数，組合員活動にお
ける福祉分野の活動実態（福祉基金の拠出状
況を含む），「くらしたすけあいの会」の組織
･活動実態，生協の介護サービスの事業実態
と利用者の実態を行政区別の分布状況として
数値化（行政区別構成比）することで，各行
政区毎の総合ふくし力を算出する（岩間他
2003）。
その数値を基礎に
Ⅰ ．本格的な日常生活圏における生協福祉を　
模索・開発する地域
Ⅱ ．行政区レベルでの標準モデルとして確立　
普及を図る地域
Ⅲ ．事実上の空白エリアを含め標準モデルへ 
の接近を準備する地域
の 3群に分け，それぞれの到達点にあった生
協福祉づくりの推進と支援をおこなうことが，
その骨格になる。そうした構想の実現を先駆
的に牽引する役割を担うのが，「くらしたすけ
あいの会」の発展として位置付ける「地域く
らしたすけあいの会」である。2012年秋現在，
合併前の生協に対応した 2つの「くらしたす
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けあいの会」が，合併して一体化する方向で
はなく，地域たすけあいの会へと分節化しな
がら組織整備を図り，同時進行でくらし助け
合いの会の会員調査からでてきた活動改革を
すすめる方針が確立されようとしている。
Ａ生協は，全国の消費生協における福祉
事業･福祉活動の先頭グループに位置してお
り，全国のすぐれた実践から学びながら，生
協全体の福祉をすすめる役割の一端を担う責
任を自覚して欲しいと考えている。そのこと
が，国家による自助や共助の強要と公助の縮
減＊10 ではなく，自助の協同化を軸に自助・
共助・公助を市民の立場から統合していく主
体の一翼を生協が担うことへの期待を込めな
がら。
＊10　これまで，例えば『厚生労働白書平成20年
版』（pp.6-7）などの政策文書にはあった＜自助・
共助・公助の組み合わせ＞という考え方を，初め
て法律に持ち込むことになった。あえて法律が定
めなくても，国民は日常のなかで自助・共助・公
助の可能な組み合わせを通し，自らの社会生活の
安定を図っている。そうしたなか，仮にこの法律が，
「家族相互及び国民相互の助け合いの仕組みを通じ
てその実現を支援していくこと」に公助の役割を
限定するとすれば，それは社会保障の後退として
指弾されるべきであろう（伊藤周平2012）。そして
市民自らが自助・共助・公助の適切な組み合わせ
で安心を実現することを真の意味での「社会保障」
と言うなら，法律をもってまず律すべきは「国家
保障」としての公助のあり方であり，国家が自助・
共助に介入し「支援」するとしても，それをもっ
て「公助」とすることにはできない。
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